
 

平成 22 年 3 月 12 日 
各 位 

会 社 名 JVC・ケンウッド・ホールディングス株式会社

代表者名 代表取締役会長 兼 社長 兼 CEO 河原 春郎 
 （コード番号 6632  東証第一部） 
問合せ先 取締役 兼 CFO 尾高 宏 
 （TEL  045-444-5232） 

 
 
 
 

（訂正）日本ビクターの「平成 21 年 3 月期 第 1 四半期決算短信」の一部訂正について 
 
 
 
当社グループは、平成 22 年 2 月 8 日付「調査委員会報告と過年度決算の訂正概要、平成 22 年 3 月期第 3 四半

期の四半期報告書の提出遅延および監理銘柄（確認中）指定の見込みに関するお知らせ」においてお知らせいたし

ましたとおり、当社の連結子会社である日本ビクター株式会社（以下「ビクター」といいます。）に係る損失処理

等に関して、同日開催の当社取締役会において外部専門家を含む調査委員会から調査結果の報告を受け、当社およ

びビクターにおける過年度決算の訂正を行う方針を決定しておりました。 
この方針に基づき、当社では、これまでに調査結果の細部に対する検証・検討、過年度決算の訂正作業および会

計監査等を並行して進めてまいりました。この度、これらの作業を経て具体的な訂正内容が確定いたしましたので、

ビクターの平成 20 年 7 月 28 日付「平成 21 年 3 月期 第 1 四半期決算短信」の一部訂正についてお知らせいた

します。 
 
なお、訂正箇所が多岐にわたっており、正誤表による記載形式ではわかりづらくなることから、訂正前および訂

正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線   を付して表示しております。 
 

以 上 
 
 



（財） 財務会計基準機構会員

平成 20年 7月 28日

上場会社名       日本ビクター株式会社 上場取引所 東 大

コード番号 URL  http://www.jvc-victor.co.jp/

代　 表　 者 （役職名） 代表取締役社長  （氏名） 　佐藤　国彦

（役職名） 経理部長  （氏名） 　石渡　仁 TEL  045-450-2837

平成 20年 8月 14日

(百万円未満切捨て）

１. 平成21年 3月期第1四半期の連結業績 (平成 20年 4月 1日 ～ 平成 20年 6月 30日)

(1)　連結経営成績（累計） (％表示は対前年同四半期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年 3月期 第1四半期

20年 3月期 第1四半期

円　　　銭 円　　　銭

21年 3月期 第1四半期

20年 3月期 第1四半期

(2)　連結財政状態

総    資    産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭　

21年 3月期 第1四半期

(参考)　自己資本 21年 3月期 第1四半期 百万円 20年 3月期 百万円

２. 配当の状況

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

（注）配当予想の当四半期における修正の有無　 無

３. 平成21年 3月期の連結業績予想 (平成 20年 4月 1日 ～ 平成 21年 3月 31日)

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭　

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　 無
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―

―

595,000 0
△ 9.40 
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―
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４. その他

(１)　期中における重要な子会社の異動　（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動）　 無

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

(２)　簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　 有

（注）詳細は、４ページ　【定性的情報・財務諸表等】４.　その他　をご覧ください。

(３)　四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要

　  　な事項等の変更に記載されるもの）

      ①　会計基準等の改正に伴う変更　 有

      ②　①以外の変更　　　　　　　　　　 無

（注）詳細は、４ページ　【定性的情報・財務諸表等】４.　その他　をご覧ください。

(４)　発行済株式数　（普通株式）

　①期末発行済株式数　（自己株式を含む） 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 株

　②期末自己株式数 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 株

　③期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 第1四半期 株

業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．平成20年４月25日に公表いたしました連結業績予想は、第２四半期連結累計期間、通期とも本資料において修正しておりません。

２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の

　　前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

　　のご利用に当たっての注意事項等については、４ページ【定性的情報・財務諸表】３.連結業績予想に関する定性的情報をご覧くださ

　　い。

３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用

　　指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成

　　しております。

(6792)

361,923,058

314,084

361,607,825

361,923,058

315,855

253,944,589
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

 

　当四半期の連結売上高は、国内においては民生用機器の減少とエンタテインメント部門の低迷等により337億円（前

年同期比88億円・20.8％減）となりました。一方海外においては、米州市場が好調でしたが欧州市場が振るわず、989

億円（前年同期比174億円・15.0％減）となりました。その結果、全体の売上高は1,327億円（前年同期比262億円・

16.5％減）となりました。なお電子デバイス部門の売上高が前年同期より55億円減少しておりますが、これは主にモー

タ事業とサーキット事業を譲渡した影響によるものであります。

　部門別に見ますと、民生用機器部門の国内は、液晶テレビの販売を特定モデル・販路に特化する政策を打ち出した

ため前年同期から大きく減少し、またカムコーダーやオーディオも苦戦し、前年同期を下回ることとなりました。海

外は、現地通貨ベースで、米州は液晶テレビとカムコーダーが好調で大きく伸長しました。一方、欧州では液晶テレ

ビは好調でしたが、カムコーダーとカーＡＶシステムが低迷し、前年同期を下回りました。アジアでも前年同期を下

回り、海外合計では前年同期を下回ることとなりました。その結果当部門の全体売上高は1,000億円（前年同期比187

億円・15.8％減）となりました。

　エンタテインメント部門は、アニメや演歌部門でのヒット作品がありましたが、その他の部門では前年ほどのヒッ

ト作品には恵まれず、当部門の全体売上高は145億円（前年同期比7億円・5.1％減）となりました。

　産業用機器部門は、国内はＤ－ＩＬＡフロントプロジェクターやカードプリンタが大きく伸長し、業務用オーディ

オ機器も好調でしたが、海外はＨＤＶカメラレコーダーが苦戦し、その結果当部門の全体売上高は131億円（前年同期

比5億円・4.3％減）となりました。

　電子デバイス部門は、モータ事業とサーキット事業の譲渡により連結売上高は大きく減少し、17億円（前年同期比

55億円・76.2％減）となりました。

　その他部門の主なものは記録メディアやインテリアであり、合計の連結売上高は31億円（前年同期比5億円・15.7％

減）となりました。

 

　連結損益につきましては、各部門で売上高の減少と民生用機器部門の競争激化に伴う価格下落はありましたが、昨年来

より実施してきた事業構造改革および雇用構造改革の効果が着実に現れ、また購買コストダウンやより一層の固定費削減

に努めました結果、営業利益は12億円の損失（前年同期比50億円の改善）となりました。経常利益は、営業外収支が11億

円の損失となりました結果、23億円の損失（前年同期比53億円の改善）となりました。また四半期純利益は、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」の適用により期首在庫に含まれる変更差額をたな卸資産評価損として計上したことや、事業構

造改革費用等の特別損失の発生により、69億円の損失（前年同期比60億円の改善） となりました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

 

　当四半期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、未払費用・仕入債務の減少およ

び四半期純損失等による資金支出が、売上債権の減少および借入金の増加等による資金収入を上回り、前期末に比べ75

億円減少し、359億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は114億円となりました。これは主に未払費用・仕入債務の減少および四半期純損失

等による支出が、売上債権の減少および減価償却費を上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュフロー）

　　投資活動の結果使用した資金は49億円となりました。これは主に有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　　財務活動の結果得られた資金は74億円となりました。これは主に借入金の増加によるものです。
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３．連結業績予想に関する定性的情報

 

　当四半期の連結売上高および営業利益・経常利益・純利益はいずれもほぼ会社計画のとおりであり、現段階では業

績予想の修正を必要とする要因はありません。従いまして、当年度第２四半期累計期間および年間の連結業績予想に

つきましては、平成20年４月25日公表のとおりといたします。

　なお、当社は株式会社ケンウッドと、本年10月１日を期して共同持株会社を設立し、経営統合を実施する計画であ

り、当第３四半期以降は共同持株会社としての業績を発表する見込みです。共同持株会社の平成21年３月期通期業績

予想につきましては、経営統合が実現した時点であらためてお知らせいたします。

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。　

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

１．簡便な会計処理　

①固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。なお、法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。　

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　  １．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）及び

「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適用

しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　  ２．「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を当第１四半期連結会計

期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「た

な卸資産評価損」として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益が318百万円増加、営業損失、経常損失がそれぞれ

318百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は、2,201百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　  ３．「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

　平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を当第１四半期連

結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとして算定する方法によっております。

　これによる損益への影響は軽微であります。

　  ４．「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18

年５月17日）を当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　この結果、期首の利益剰余金を310百万円減額しておりますが、損益へ与える影響は軽微であります。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：百万円）

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  35,922  43,434

受取手形及び売掛金  77,350  82,404

商品及び製品  61,147  57,397

半製品  90  25

　仕掛品  5,595  5,757

原材料及び貯蔵品  11,731  15,286

その他  20,291  19,524

貸倒引当金  △3,121  △2,939

流動資産合計  209,009  220,890

固定資産     

有形固定資産  67,562  64,307

無形固定資産  5,664  3,980

投資その他の資産  26,355  25,043

固定資産合計  99,581  93,331

繰延資産  723  781

資産合計  309,314  315,003

負債の部     

流動負債     

支払手形及び買掛金  45,748  48,910

短期借入金  36,583  27,125

未払費用  47,064  56,385

未払法人税等  1,058  1,859

製品保証引当金  3,999  4,236

返品調整引当金  1,537  1,554

その他  13,201  11,388

流動負債合計  149,193  151,460

固定負債     

社債  41,560  41,560

退職給付引当金  5,173  5,506

役員退職慰労引当金  200  269

その他  3,103  2,080

固定負債合計  50,036  49,416

負債合計  199,230  200,876
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当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

　純資産の部     

　株主資本     

　資本金  51,615  51,615

　資本剰余金  84,716  84,716

　利益剰余金  △17,437  △10,249

　自己株式  △228  △228

　株主資本合計  118,665  125,853

　評価・換算差額等     

　その他有価証券評価差額金  330  424

　繰延ヘッジ損益  178  89

　為替換算調整勘定  △11,537  △14,621

　評価・換算差額合計  △11,028  △14,107

　少数株主持分  2,446  2,380

　純資産合計  110,083  114,126

　負債純資産合計  309,314  315,003
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

 
 
 

売上高  132,738   

売上原価  86,412   

売上総利益  46,325   

販売費及び一般管理費  47,598   

営業損失（△）  △1,272   

営業外収益     

受取利息  176   

受取配当金  176   

為替差益  574   

その他  291   

営業外収益合計  1,218   

営業外費用     

支払利息  714   

その他  1,610   

営業外費用合計  2,324   

経常損失（△）  △2,378   

特別利益     

固定資産売却益  33   

事業譲渡精算益  1,015   

その他  3   

特別利益合計  1,052   

特別損失     

固定資産売却損  1   

固定資産除却損  34   

事業構造改革費用  2,059   

たな卸資産評価損  2,519   

その他  144   

特別損失合計  4,758   

税金等調整前四半期純損失（△）  △6,085   

法人税等  847   

少数株主損失（△）  △30   

四半期純損失（△）  6,902   
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

 
 
 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前四半期純損失（△）  △6,085   

減価償却費  3,548   

退職給付引当金の増減額（△は減少）  △545   

貸倒引当金の増減額（△は減少）  28   

受取利息及び受取配当金  △352   

支払利息  714   

持分法による投資損益（△は益）  57   

売上債権の増減額（△は増加）  8,220   

たな卸資産の増減額（△は増加）  2,350   

仕入債務の増減額（△は減少）  △4,246   

未払費用の増減額（△は減少）  △11,317   

その他  2,091   

小計  △9,776   

利息及び配当金の受取額  352   

利息の支払額  △487   

法人税等の支払額  △1,509   

営業活動によるキャッシュ・フロー  △11,419   

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △3,893   

有形固定資産の売却による収入  74   

投資有価証券の売却による収入  9   

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

 28   

その他  △1,125   

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,907   

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  8,258   

株式貸借取引契約による支出  △96   

ファイナンス・リース債務の返済による支出  △753   

その他  0   

財務活動によるキャッシュ・フロー  7,426   

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,363   

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △7,537   

現金及び現金同等物の期首残高  43,434   

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  25   

現金及び現金同等物の四半期末残高  35,922   
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

民生用
機器事業
（百万円）

エンタテイン

メント事業

（百万円）

産業用
機器事業
（百万円）

電子デバ
イス事業
（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 100,087 14,567 13,190 1,743 3,149 132,738 - 132,738

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,988 21 231 327 900 4,469 (4,469) -

計 103,075 14,588 13,422 2,070 4,050 137,207 (4,469) 132,738

営業利益又は営業損失(△) 470 △530 △982 △66 108 △1,000 (271) △1,272

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。

２．各事業区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

民生用機器事業

液晶テレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビデオカメラ、ビデオデッ

キ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ他オーディオ関連機器、

カーＡＶシステム

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロジェクター

電子デバイス事業 光ピックアップ

その他事業 記録メディア、インテリア家具他

３．会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より、たな卸資産の評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更してお

ります。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「たな卸資産評価損」

として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益は、民生用機器事業が266百万円、

その他事業が29百万円、それぞれ増加し、営業損失は、エンタテインメント事業が5百万円、産業用機器事業が28百万円、

それぞれ増加し、電子デバイス事業が56百万円が減少しております。
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ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 40,535 35,275 40,313 16,613 132,738 - 132,738

(2）セグメント間の内部売上高 35,767 3 163 27,936 63,870 (63,870) -

 計 76,302 35,279 40,476 44,550 196,608 (63,870) 132,738

 営業利益又は営業損失（△） △804 205 △372 105 △866 (405) △1,272

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

３．会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更」に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より、たな卸資産の評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に

含まれる変更差額を「たな卸資産評価損」として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間は、日本の営業損失が237百万円

減少し、アジアの営業利益が81百万円増加しております。

 

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

米州 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 36,965 41,217 18,851 1,913 98,948

Ⅱ．連結売上高（百万円）     132,738

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
27.8 31.1 14.2 1.4 74.5

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

その他：オセアニア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間

の内部売上は除く）であります。

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科　目

前年同四半期
（平成20年 ３月期

第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 159,027

Ⅱ　売上原価 106,430

売上総利益 52,597

Ⅲ　販売費及び一般管理費 58,897

営業損失(△) △6,299

Ⅳ　営業外収益 938

Ⅴ　営業外費用 2,360

経常損失(△) △7,722

Ⅵ　特別利益 45

Ⅶ　特別損失 4,731

税金等調整前四半期純損失(△) △12,409

法人税、住民税及び事業税 743

少数株主損失(△) △194

四半期純損失(△) △12,958
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

１.税金等調整前四半期純損失(△) △12,409

２.減価償却費 5,424

３.売上債権の増減額(△は増加) 7,653

４.たな卸資産の増減額(△は増加) 1,130

５.仕入債務の増減額(△は減少) △10,853

６.その他 △7,333

　営業活動によるキャッシュ・フロー △16,107

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

１.有形固定資産の取得による支出 △4,772

２.その他 350

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,421

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

１.短期借入金の純増減額(△は減少) 6,443

２.その他 △257

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,186

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 2,342

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,999

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 70,022

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半期末残高 58,022
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（３）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

民生用
機器事業
（百万円）

エンタテイン

メント事業

（百万円）

産業用
機器事業
（百万円）

電子デバ
イス事業
（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 118,811 15,356 13,786 7,338 3,735 159,027 - 159,027

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,001 44 519 777 2,061 6,404 (6,404) -

計 121,813 15,401 14,305 8,115 5,796 165,432 (6,404) 159,027

営業利益又は営業損失(△) △1,030 △1,579 △1,067 △1,673 △602 △5,953 (346) △6,299

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。

２．各事業区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

民生用機器事業

液晶テレビ、プロジェクションテレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビ

デオカメラ、ビデオデッキ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ

他オーディオ関連機器、カーＡＶシステム

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロジェクター

電子デバイス事業 モータ、光ピックアップ、高密度ビルドアップ多層基板

その他事業 記録メディア、インテリア家具、生産設備他

 

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 51,104 38,022 46,060 23,841 159,027 - 159,027

(2）セグメント間の内部売上高 41,827 44 388 31,522 73,782 (73,782) -

 計 92,931 38,066 46,448 55,364 232,810 (73,782) 159,027

 営業利益又は営業損失（△） △1,145 △1,357 △968 △1,335 △4,807 (1,492) △6,299

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等
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ｃ．海外売上高

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

米州 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 39,780 47,028 27,474 2,078 116,361

Ⅱ．連結売上高（百万円）     159,027

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
25.0 29.6 17.3 1.3 73.2

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

その他：オセアニア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間

の内部売上は除く）であります。
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（財） 財務会計基準機構会員

平成 20年 7月 28日

上場会社名       日本ビクター株式会社 上場取引所 東 大

コード番号 URL  http://www.jvc-victor.co.jp/

代　 表　 者 （役職名） 代表取締役社長  （氏名） 　佐藤　国彦

（役職名） 経理部長  （氏名） 　石渡　仁 TEL  045-450-2837

平成 20年 8月 14日

(百万円未満切捨て）

１. 平成21年 3月期第1四半期の連結業績 (平成 20年 4月 1日 ～ 平成 20年 6月 30日)

(1)　連結経営成績（累計） (％表示は対前年同四半期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年 3月期 第1四半期

20年 3月期 第1四半期

円　　　銭 円　　　銭

21年 3月期 第1四半期

20年 3月期 第1四半期

(2)　連結財政状態

総    資    産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭　

21年 3月期 第1四半期

(参考)　自己資本 21年 3月期 第1四半期 百万円 20年 3月期 百万円

２. 配当の状況

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

（注）配当予想の当四半期における修正の有無　 無

３. 平成21年 3月期の連結業績予想 (平成 20年 4月 1日 ～ 平成 21年 3月 31日)

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭　

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　 無
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４. その他

(１)　期中における重要な子会社の異動　（連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動）　 無

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

(２)　簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　 有

（注）詳細は、４ページ　【定性的情報・財務諸表等】４.　その他　をご覧ください。

(３)　四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要

　  　な事項等の変更に記載されるもの）

      ①　会計基準等の改正に伴う変更　 有

      ②　①以外の変更　　　　　　　　　　 無

（注）詳細は、４ページ　【定性的情報・財務諸表等】４.　その他　をご覧ください。

(４)　発行済株式数　（普通株式）

　①期末発行済株式数　（自己株式を含む） 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 株

　②期末自己株式数 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 株

　③期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年 3月期 第1四半期 株 20年 3月期 第1四半期 株

業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．平成20年４月25日に公表いたしました連結業績予想は、第２四半期連結累計期間、通期とも本資料において修正しておりません。

２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の

　　前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

　　のご利用に当たっての注意事項等については、４ページ【定性的情報・財務諸表】３.連結業績予想に関する定性的情報をご覧くださ

　　い。

３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用

　　指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成

　　しております。

(6792)

361,923,058

314,084

361,607,825

361,923,058

315,855

253,944,589

 2
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

 

　当四半期の連結売上高は、国内においては民生用機器の減少とエンタテインメント部門の低迷等により337億円　

（前年同期比88億円・20.8％減）となりました。一方海外においては、米州市場が現地通貨ベースでは伸長し好調で

したが、欧州市場・アジア市場が振るわず、960億円（前年同期比202億円・17.4％減）となりました。その結果、全

体の売上高は1,298億円（前年同期比291億円・18.3％減）となりました。なお電子デバイス部門の売上高が前年同期

より55億円減少しておりますが、これは主にモータ事業とサーキット事業を譲渡した影響によるものであります。

　部門別に見ますと、民生用機器部門の国内は、液晶テレビの販売を特定モデル・販路に特化する政策を打ち出した

ため前年同期から大きく減少し、またカムコーダーやオーディオも苦戦し、前年同期を下回ることとなりました。海

外は、現地通貨ベースで、米州は液晶テレビとカムコーダーが好調で大きく伸長しました。一方、欧州では液晶テレ

ビは好調でしたが、カムコーダーとカーＡＶシステムが低迷し、前年同期を下回りました。アジアでも前年同期を下

回り、海外合計では前年同期を下回ることとなりました。その結果当部門の全体売上高は972億円（前年同期比215億

円・18.2％減）となりました。

　エンタテインメント部門は、アニメや演歌部門でのヒット作品がありましたが、その他の部門では前年ほどのヒッ

ト作品には恵まれず、当部門の全体売上高は145億円（前年同期比７億円・5.1％減）となりました。

　産業用機器部門は、国内はＤ－ＩＬＡフロントプロジェクターやカードプリンタが大きく伸長し、業務用オーディ

オ機器も好調でしたが、海外はＨＤＶカメラレコーダーが苦戦し、その結果当部門の全体売上高は131億円（前年同期

比５億円・4.3％減）となりました。

　電子デバイス部門は、モータ事業とサーキット事業の譲渡により連結売上高は大きく減少し、17億円（前年同期比

55億円・76.2％減）となりました。

　その他部門の主なものは記録メディアやインテリアであり、合計の連結売上高は31億円（前年同期比5億円・15.7％

減）となりました。

 

　連結損益につきましては、営業利益は、前年度実施しました事業構造改革及び雇用構造改革の成果、購買のコスト

ダウンなどの原価改善や固定費の削減などによりまして、損失は改善しましたものの販売減少や民生商品の大幅な売

価ダウンが影響し、37億円の損失（前年同期比31億円の改善）となりました。経常利益は、営業外収支が11億円の損

失となりました結果、48億円の損失（前年同期比34億円の改善）となりました。また四半期純利益は、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」の適用により期首在庫に含まれる変更差額をたな卸資産評価損として計上したことや、事業

構造改革費用等の特別損失の発生により、93億円の損失（前年同期比41億円の改善）となりました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当四半期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、未払費用・仕入債務の減少お

よび四半期純損失等による資金支出が、売上債権の減少および借入金の増加等による資金収入を上回り、前期末に比

べ75億円減少し、356億円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は137億円となりました。これは主に未払費用・仕入債務の減少および四半期純損失等

による支出が、売上債権の減少および減価償却費を上回ったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュフロー）

　　投資活動の結果使用した資金は49億円となりました。これは主に有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　　財務活動の結果得られた資金は97億円となりました。これは主に借入金の増加によるものです。
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３．連結業績予想に関する定性的情報

 

　当四半期の連結売上高および営業利益・経常利益・純利益はいずれもほぼ会社計画のとおりであり、現段階では業

績予想の修正を必要とする要因はありません。従いまして、当年度第２四半期累計期間および年間の連結業績予想に

つきましては、平成20年４月25日公表のとおりといたします。

　なお、当社は株式会社ケンウッドと、本年10月１日を期して共同持株会社を設立し、経営統合を実施する計画であ

り、当第３四半期以降は共同持株会社としての業績を発表する見込みです。共同持株会社の平成21年３月期通期業績

予想につきましては、経営統合が実現した時点であらためてお知らせいたします。

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。　

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

１．簡便な会計処理　

①固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。なお、法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。　

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　  １．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）及び

「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適用

しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　  ２．「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を当第１四半期連結会計

期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「た

な卸資産評価損」として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益が318百万円増加、営業損失、経常損失がそれぞれ

318百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は、2,201百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　  ３．「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

　平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を当第１四半期連

結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

をゼロとして算定する方法によっております。

　これによる損益への影響は軽微であります。

　  ４．「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18

年５月17日）を当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　この結果、期首の利益剰余金を768百万円減額しておりますが、損益へ与える影響は軽微であります。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：百万円）

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  35,655  43,230

受取手形及び売掛金  73,624  80,338

商品及び製品  62,435  56,973

半製品  90  25

仕掛品  5,448  5,611

原材料及び貯蔵品  11,474  15,028

その他  20,000  19,329

貸倒引当金  △3,496  △3,263

流動資産合計  205,233  217,273

固定資産     

有形固定資産  67,810  64,192

無形固定資産  5,664  3,980

投資その他の資産  26,355  25,043

固定資産合計  99,830  93,216

繰延資産  723  781

資産合計  305,786  311,271

負債の部     

流動負債     

支払手形及び買掛金  45,748  48,910

短期借入金  38,983  27,125

未払費用  48,963  58,084

未払法人税等  1,058  1,859

製品保証引当金  3,999  4,236

返品調整引当金  1,537  1,554

その他  13,286  11,388

流動負債合計  153,577  153,159

固定負債     

社債  41,560  41,560

退職給付引当金  5,659  5,506

役員退職慰労引当金  200  269

その他  3,381  2,080

固定負債合計  50,800  49,416

負債合計  204,378  202,576
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当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

　純資産の部     

　株主資本     

　資本金  51,615  51,615

　資本剰余金  84,716  84,716

　利益剰余金  △25,967  △15,847

　自己株式  △228  △228

　株主資本合計  110,136  120,255

　評価・換算差額等     

　その他有価証券評価差額金  330  424

　繰延ヘッジ損益  178  89

　為替換算調整勘定  △11,683  △14,454

　評価・換算差額合計  △11,174  △13,940

　少数株主持分  2,446  2,380

　純資産合計  101,408  108,695

　負債純資産合計  305,786  311,271
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

 
 
 

売上高  129,878   

売上原価  84,666   

売上総利益  45,212   

販売費及び一般管理費  48,960   

営業損失（△）  △3,748   

営業外収益     

受取利息  176   

受取配当金  176   

為替差益  604   

その他  291   

営業外収益合計  1,248   

営業外費用     

支払利息  714   

その他  1,638   

営業外費用合計  2,353   

経常損失（△）  △4,852   

特別利益     

固定資産売却益  33   

事業譲渡精算益  1,015   

その他  3   

特別利益合計  1,052   

特別損失     

固定資産売却損  1   

固定資産除却損  34   

事業構造改革費用  2,059   

たな卸資産評価損  2,519   

その他  144   

特別損失合計  4,758   

税金等調整前四半期純損失（△）  △8,559   

法人税等  847   

少数株主損失（△）  △30   

四半期純損失（△）  △9,376   
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

 
 
 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前四半期純損失（△）  △8,559   

減価償却費  3,569   

退職給付引当金の増減額（△は減少）  △72   

貸倒引当金の増減額（△は減少）  1   

受取利息及び受取配当金  △352   

支払利息  714   

持分法による投資損益（△は益）  57   

売上債権の増減額（△は増加）  9,634   

たな卸資産の増減額（△は増加）  667   

仕入債務の増減額（△は減少）  △4,246   

未払費用の増減額（△は減少）  △11,156   

その他  △2,394   

小計  △12,136   

利息及び配当金の受取額  352   

利息の支払額  △487   

法人税等の支払額  △1,509   

営業活動によるキャッシュ・フロー  △13,780   

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △3,893   

有形固定資産の売却による収入  74   

投資有価証券の売却による収入  9   

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

 28   

その他  △1,125   

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,907   

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  10,592   

株式貸借取引契約による支出  △96   

ファイナンス・リース債務の返済による支出  △756   

その他  0   

財務活動によるキャッシュ・フロー  9,738   

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,349   

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △7,599   

現金及び現金同等物の期首残高  43,230   

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  25   

現金及び現金同等物の四半期末残高  35,655   
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

民生用
機器事業
（百万円）

エンタテイン

メント事業

（百万円）

産業用
機器事業
（百万円）

電子デバ
イス事業
（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 97,228 14,567 13,190 1,743 3,149 129,878 - 129,878

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,988 21 231 327 900 4,469 (4,469) -

計 100,216 14,588 13,422 2,070 4,050 134,348 (4,469) 129,878

営業利益又は営業損失(△) △1,987 △530 △982 △84 19 △3,565 (182) △3,748

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。

２．各事業区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

民生用機器事業

液晶テレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビデオカメラ、ビデオデッ

キ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ他オーディオ関連機器、

カーＡＶシステム

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロジェクター

電子デバイス事業 光ピックアップ

その他事業 記録メディア、インテリア家具他

３．会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更」に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より、たな卸資産の評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更しております。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に含まれ

る変更差額を「たな卸資産評価損」として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益は、その他事業が29百

万円増加し、営業損失は、民生用機器事業が266百万円、電子デバイス事業が56百万円それぞれ減少し、エン

タテインメント事業が5百万円、産業用機器事業が28百万円それぞれ増加しております。
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ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 40,535 35,275 37,454 16,613 129,878 - 129,878

(2）セグメント間の内部売上高 35,767 3 163 27,936 63,870 (63,870) -

 計 76,302 35,279 37,617 44,550 193,749 (63,870) 129,878

 営業利益又は営業損失（△） △921 205 △2,663 △51 △3,430 (317) △3,748

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

３．会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更」に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より、たな卸資産の評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。また、本会計基準を期首在庫の評価から適用したとみなし、期首在庫に

含まれる変更差額を「たな卸資産評価損」として特別損失に2,519百万円計上しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間は、日本の営業損失が237百万円

減少し、アジアの営業損失が81百万円減少しております。

 

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

米州 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 36,965 38,357 18,851 1,913 96,089

Ⅱ．連結売上高（百万円）     129,878

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
28.5 29.5 14.5 1.5 74.0

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

その他：オセアニア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間

の内部売上は除く）であります。

 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 8 －

日本ビクター株式会社　（6792）　平成21年3月期　第1四半期決算短信

10

【訂正後】



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科　目

前年同四半期
（平成20年 ３月期

第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 159,017

Ⅱ　売上原価 106,404

売上総利益 52,613

Ⅲ　販売費及び一般管理費 59,489

営業損失(△) △6,876

Ⅳ　営業外収益 936

Ⅴ　営業外費用 2,360

経常損失(△) △8,301

Ⅵ　特別利益 45

Ⅶ　特別損失 4,731

税金等調整前四半期純損失(△) △12,987

法人税、住民税及び事業税 743

少数株主損失(△) △194

四半期純損失(△) △13,536
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

１.税金等調整前四半期純損失(△) △12,987

２.減価償却費 5,424

３.売上債権の増減額(△は増加) 8,011

４.たな卸資産の増減額(△は増加) 1,389

５.仕入債務の増減額(△は減少) △10,853

６.その他 △7,172

　営業活動によるキャッシュ・フロー △16,189

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

１.有形固定資産の取得による支出 △4,772

２.その他 350

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,421

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

１.短期借入金の純増減額(△は減少) 6,443

２.その他 △257

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,186

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 2,341

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,082

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 70,022

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半期末残高 57,939
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（３）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日)

民生用
機器事業
（百万円）

エンタテイン

メント事業

（百万円）

産業用
機器事業
（百万円）

電子デバ
イス事業
（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 118,801 15,356 13,786 7,338 3,735 159,017 - 159,017

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,001 44 519 777 2,061 6,404 (6,404) -

計 121,802 15,401 14,305 8,115 5,796 165,422 (6,404) 159,017

営業利益又は営業損失(△) △1,352 △1,579 △1,067 △1,935 △602 △6,537 (338) △6,876

 

（注）１．事業区分は、当グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分してお

ります。

２．各事業区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品

民生用機器事業

液晶テレビ、プロジェクションテレビ、ブラウン管テレビ、プロジェクター、デジタルビ

デオカメラ、ビデオデッキ、ＤＶＤプレーヤー／レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ

他オーディオ関連機器、カーＡＶシステム

エンタテインメント事業 ＣＤ、ＤＶＤ等の音楽・映像ソフト

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロジェクター

電子デバイス事業 モータ、光ピックアップ、高密度ビルドアップ多層基板

その他事業 記録メディア、インテリア家具、生産設備他

 

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 51,104 38,022 46,050 23,841 159,017 - 159,017

(2）セグメント間の内部売上高 41,827 44 388 31,522 73,782 (73,782) -

 計 92,931 38,066 46,438 55,364 232,800 (73,782) 159,017

 営業利益又は営業損失（△） △1,419 △1,357 △1,252 △1,362 △5,392 (1,484) △6,876

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等
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ｃ．海外売上高

　前年同四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年６月30日）

前年同四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

米州 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 39,780 47,018 27,474 2,078 116,351

Ⅱ．連結売上高（百万円）     159,017

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
25.0 29.6 17.3 1.3 73.2

 

　（注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域……米州　：米国、カナダ、メキシコ等

欧州　：イギリス、ドイツ、フランス等

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等

その他：オセアニア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間

の内部売上は除く）であります。
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【訂正後】
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